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個人住民税の概要  

○ 個人住民税は、広く住民が地域社会の費用を分担するもの。  

○個人住民税には、市町村牢税と都道府県民税がある。  

○ 納税義務者は、市区町村（都道府県）に住所を有する個人である。  

均等割 一定の所得を有する者に定額の負担を求めるもの  

標準税率（年額）   

市町村民税   3，000円   

都道府県民税   1，000円   

税収：約2，100億円  

（平成17年度決算）  個人住民税  

所得割 納税義務者の所得金額に応じた税額の負担を  

求めるもの（10％比例税率）  

標準税率   

市町村民税   6％   

都道府県民税   4％   

税収：約77，500億円  
（平成17年度決算）  

（注）1．18年度分までは、所得割について3段階の累進税率（5％、10％、13％）を適用。   

2、都道府県民税の徴収も市町村民税と併せて市区町村が行っている。  

3．このほか、個人に課される住民税として、利子割、配当割及び株式等譲渡所得割がある。  

4．税収は、平成17年度決算ベース。  

5．平成19年度分以降の所得割については、10％比例税率化されることにより、約3兆円の増収が生じる。   



給与所得者の個人住民税所得割績計算のフローチャート  
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所得の種類と所得金額の計算方法  

所得の種類   所得の内容   計算方法   

①利子所得   公債、社債、預貯金などの利子  利子所得の金額＝収入  

金禎   

②配当所得   株式や出資の配当など   配当所得の金額羊収入  

金額一株式などの元本  

取得のために委した負  

債の利子   

③不動慮所得  地代、家賃、権利金など   不動鹿所得の金額＝収  

入金額一必要経費   

④事業所得   事業をしている場合に生じる  事業所得の金銀＝総収  

所得   入金紘一必要経費   

（診給与所得   サラリーマンの紙料など   槍与所得の金額＝収入  

金枝一給与所得控除鶴  

又は特定支出控除額   

⑥退職所得   退職金、一時恩給など   退職所得の金額羊（収入  

金額一過職所得控除療）  

×1／2   

⑦山林所得   山林を売った場合に生じる所  山林所得＝収入金縫－  

得   必要経費一特別控除額   

所得の種類   所得の内容   計算方法   

⑧譲渡所得   土地などの財産を売った場合  譲渡所得の金額＝収入  

に生じる所得   金額一資産の取得価額  

・土地建物等以外（総合課税）  寧どの軽費一特別控除  

・土地建物等（分離課税）   頼   

⑨一時所得   ウイ．ズに当たった場合などに  一時所得の金額＝収入  

生じる所得   金輯一必要柁貪一特別  

控除額   

⑩雑所得   公的年金等、原稿料など他の所  雑所得の金額は次の①  

得にあてはまらない所得   と②の合算鏡  

①公的年金等の収入金  

板一公的年金等控除  

額  

②①を除く雑所得の収  

入金額一必要軽費   
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個人住民税の●課税最低限の内訳及び算出方法  
（夫婦子2人の場合（子のうち1人は特定扶養親族に該当））  

〔給与所得控除〕  

給 与 収 入 金 額  割 合  加算亜   

1．625．00D円以下  650．000円   

1－825．000円超1．800．000円以下  40％   

1．鋸0．000円超 3．600．000円以下  30％   180．000円   

3．800．000円超 6．600，000円以下  20％   540．000円   

8．600．000円泡10，000．000円以下  10％  1，200．DOO円   

10．000．000円超   5％  1，700．000円   

くg90千円）  （2了0千円）（330千円）（330千円）（330千円）（ヰ50千円）  

給与収入 2．700千円  

〔社会保険料控除〕  

∬ －（ズ×0．3＋18D，000円）－ ズ×0．1 －1，440．000円 ＝ 0円  

課税最低限   給与所得控除  社会保険料  基礎控除  

となる給与  控除  配偶者睦除  

収入  扶養控除  

特定扶養控除   

これを解くと ズ（課税最低限）＝2．700千円  

給 与 収 入 金 額  割 合  加算額  

9．000．000円以下  10％  

9．000，000円起15，000．000円以下  4％   540．000円   

15．000．000円超  1．140．000円   
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納税義務者及び人的非課税の範囲  

・納税義務者の範囲  

納  税  義  務  者   納 め る ぺ き 税 額   

ア 市町村（道府県）内に住所を有する個人   均等割鞄及び所得割線の合算観   

イ 市町村（道府県）内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人でその市町村内に住所を有しない者   均等朝晩   

・人的非課税の範囲  

区  分   概  要   

ア 均等割と所得割がともに  ① 生活保餞法の規定による生活扶助を受けている者   
非課税とされる者   ② 障害者、未成年者、寡婦又は寡夫で前年の合計所得金観が125万円以下の者（退職所得に対する分離課税に係る所得  

割を除く。）   

イ均等削が非課税とされる  

者   

35万円生活保護基準の故地区分の1級地 ‖     ：21万円；  

′′  2銀地＋  

髄準＝（歪芸芸悪霊讐冨豊年巨・5万円   
28万円  ′′  3級地  ：18・8万円：  

l l  

（注）点緑内の金輯は、控除対象配偶者又は扶養親族を肴する場合に加算する金額である。   

ウ 所得割が非課税とされる  紋所得金額等の金噸が35万円に本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数を乗じて得た金額（控除対象配偶者又は扶   

看   養汲族を有する場合には、当該金額に32万円を加算した金輪）以下の者  

総関金親筆，ヤ醐円×〈喜霊芸悪霊讐芸芸会）く十3刑   
注 平成17年虚改正により、65歳以上の看で一定の所得金銀以下のものに対する非課税措置は、平成18年度以降、段階的に廃止（平成17年1月1日に   

おいて65歳に達していた者の税額を、平成18年度は3分の1、平成19年鹿は3分の2、平成20年度からは全額とする。）。  
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公的年金等受給者の非課税限度額等の適用比較  

・平成17年度  ■平成18・19年度  （単位：千円）  （単位：千円）  

（注）配偶者特別控除（上乗せ部分）廃止後のものである。  （注）1平成16年度改正による公的年金等控除の見直し及び  

老年者控除の廃止後のものである。  

2 平成17年虐政正による65歳以上の者に係る非課税措置の  

廃止後のものである。  

寡婦：－夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない音叉は夫の生死の  

明らかでない看、扶養親族又はその昔と生計を一にする親族を有するもの。   
・夫と死別した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない看で、  

前年の合計所得金額が500万円以下のもの。  
寡夫：妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は憂の生死の  

明らかでない看で、その昔と生計を一にする親族を有し、前年の合計所得  
金額が500万円以下であるもの。  
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個人所得課税の改正の影響の見通し  

所 得 税   個 人 住 民 税   

平成17年1月  

廃止、公的年金等控除の見直し）  

18年1月  

6月  0年金課税の二見直し（老年者接除の廃止、  
公的年金等控除の見直し）  

○定率減税の2分の1縮減  

○老年者非課税の段階的廃止（3分の1）  

19年1月  

○税源移譲   

6月  ○定率減税の廃止  

○税源移譲  

○老年者非課税の段階的廃止（3分の2）  

20年6月   ○老年者非課税の段階的廃止（完全廃止）   

了   



公的年金等に係る課税の仕組み  

ト・16年鹿改正  
拠出時  掛金（所得控除）  社 会 保 険 料 控 除 等   

＋  

備考1公的年金等捷除の見直し（案）及び老年者控除の廃止（轟）については、平成17年分以後の所得税及び平成1時庭分以後の個人住民械から適用。   
2配偶者特別控除（上乗せ部分）については、平成16年分の所得税及び平成17年度分の個人住民税から廃止される。  8   



65歳以上の者のみに適用されてし  1た非課税限度額の廃止  
（一般の非課税限度額制度の適用に移行）  

（年金収入金額）  211万円222万円買45万円  
〔夫婦〕  

改正前  制度の廃止により  

4，000円～25．600円の  

税負担  
（65歳以上の者）   

改正後  

一般制度  

へ移行  

平成18年度の税負担   

1，300円～8，500円  

※注3  
新たに課税になる  

（給与収入金軌  17P万円 収入階層  

ー（参考）－給与収入245方円の場合の税負担  

33，100円  
（現役の給与所得者） 

※均等割の非課税限度額は156万円  

〔独身〕  
（年金収入金額）  155万円1声7．1万円  24与万円  

改正前  
制度の廃止により  

4，000円～41．700円の  （65歳以上の者）   

改正後  

一般制度  

へ移行  

8年度の税負担  

300円～13，800円  

8万円  収入階層  ※注3  

（参考）給与収入245万円の場合の税負担  
（現役の給与所得者）  

48，400円  
※所得割・均等割の非課税限度額は100万円   

（注）1税負担額は、いずれも定率控除後く縮減後）のもので、均等割額を含む。また、均等割の非課税限度執ま、生活保護法の規定による一級他に  

おける基準年を記載した。   

265歳以上の夫婦の場合、夫の年金収入のほか、婁の基礎年金収入79．2万円（年額）が見込まれる。   
3平成18年度から段階的に廃止（平成17年1月1日において65歳に達していた者の税額を、平成18年度分は3分の1、平成19年度分は3分の2、  
平成20年度分からは全額とする）。  

（参考〉 モデル年金の水準 夫：199．9万円、要：79．2万円計：279．1万円（平成18年度水準）  

※「モデル年金」の額は、平均的な賃金で40年加入の場合のサラリーマン夫婦（要は専業主婦）の受け取る年金額  
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税源移譲の3つのポイント  

①地方分権t三位一体改革の一環  

② 多数の人は、1月から所得税が減り、6月から減少相当だけ住民蘭  

が増える  

③所得税と住民税を合わせた税負担額は  給源  芸墓前塵で変わらない  

（ただし、別途、定率減税の廃止による負担増あり）  

（参考）税源移譲による影響の発生時期  

所得税   住民税   

（1）給与所得者   
平成19年1月から   平成19年6月から  

（毎月源泉徴収）   （毎月特別徴収）   

（2）年金受給者   
平成19年2月から   平成19年6月から  

（2月ごとに源泉徴収）   （6月、8月、10月、1月に納付）   

平成20年2～3月から  

（3）事業者  
（確定申告）   平成19年6月から  

※予定納税の場合は   （6月、8月、10月、1月に納付）   

平成19年7月  

（4）畢職者  

（退職所得）   
平成19年1月から   平成19年1月から   
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税源移譲に伴う所得税■個人住民税の税額について  

● 

●独身者の場合（年額）  
：． 

■：【ご．「‘r■l           札          円  猫酬  
・⊥・1二 二8■】lこ，＞1・＝11ト  t≡品蘭    二≡    洋欄間  鐘声  率軒別－  郵相帝粧博．崇禦   

124，000   64．500   188，500   

258．000   163．000  421，000   
474．000   307，008  781，000   
966，000   553，000  1，519，000   

二＝L：‡－11‘ニー■鹿  割勘軌態・’  い1て■∴1示・lj」汀i㌻＝           三  ・  

62．000   126，500  188，500   

160，500  260，500  421，000   

376．500  404，500  781，000   

868，500  650，500  1，519，000  

300万円  

500万円  

700万円  

1．000万円  

●夫婦十子供2人の場合（年額）  

鰐  
：lJr【l言；：；ミ：l  

＝，  葦音1訂1  

0   9，000  9，000   

119，000   76，000  195，000   

263，000   196，000  459，000   

688，000   442．000    1，130，000  

芹  王           離 岨   
0   9，000  9，000   

59，500   13   5，500   195，000  

165，500  293，500  ヰ59，000  

590，500  539，500  り30，000   

※夫婦＋子供2人の場合、子供のうち1人が特定扶養親族に該当するものとしています。  

※一定の社会保険料が控除されるものとして計算しています。  

★上記は税源移譲による負担変動を示すものです。このほか、集散の負担増減額には、平成19年から定率減税が廃止きれる等の影響があることにご留意ください。  11   



給与所得者（夫婦子2人世帯）  

（単位：円）  

定率減税廃止   税源移譲の   定率減税廃止十  
定率減税縮減後  税源移譲後   の影響額   影響額   税源移練の影響額  H18  H19  （B）－（A）   （C）－（B）   （C）－（A）   

所  0  所  0  所  0  所  0  所  0  所  0  

300方円                                                    せ  一枚300  一任－  9；000，  一・催  瑠；808  ＝住  子80  一任 0  ‾僅一  7町  

計  8，300  計  9．000  計  9，000  計  700  計  0  計  700   

所   107，100  所   119，000  所  59，500  所   11，900  所  △59，500  所  △47，600  

500万円                             住  70．300  住  76，000  住   135．500  住  5，700  住  59．500  住  85．200  

計   177．400  計   195，qOO  計   195，000  計   17β00  計  0  計  17．600   

所  236．700  所   263．000  所   165，500  所  26，300  所  △97，500  所  △71．200  

700万円                              住   181，300  住   196月00  佳  293．500  佳   14，700  住  97．500  住  112，200  

計   418．000  計   459，000  計   459，000  計  41，000  計  0  計  41．000   

所  61臥200  所   6鴫000  所  590，500  所  68，800  所  △97，500  所  △28．700  

1．000万円                               住  422β00  住   442．000  住  539．500  住  20，000  住  97．500  住  1†7，500  

計  1，041，200  計 1．130．000  計  1，130，000  計  88．800  計  0  計  88β00   

所  1，537，000  所 1．662．000  所  1，845．200  所   125．000  所  △1軋800  所  108．200  

1．500万円                         住  966，100  住  9絶100  住  994．500  住  20，000  住  8－400  住  28．400  

計   2，503，100  計  2，糾8，10D  計  2，839．700  計   145，000  計   △乳400  計  136，600   

（注）  

1．子のうち1人が特定扶養親族に該当するものとしている。また、一定の社会保険料が控除されるものとして計算している。  
2．所得税負担額は1月から12月までの、個人住民税負担額はその年度分（6月から翌年5月まで）の徴収税額を記載してし、る。  
3．端数処理のため、数値が一致しない場合がある。  
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定率減税の廃止及び税源移譲による収入別の  
所得税・個人住民税の負担額の変化（世帯あたりヰ額）  

年金受給者（夫婦世帯）  

（単位：円）  

定率減税廃止   税源移譲の   定率減税廃止＋  
定率減税縮減後  税源移譲後   の影響額   影響額   税源移嬢の影響額  

内訳  H18  H19  （B）－（A）   （C）－（B）   （C）－（A）   

所  0  所  0  所  0  所  0  所  0  所  0  

279．2万円  夫200万円  塵  
嗜Tm万円’  

せ  住  旦  、＿塵 P  ＿住 Q．  ．】住  8  僅 0  

計  0  計  0  計  0  計  0  計  0  計  0   

所  37，300  所  41．500  所  20，700  所  4，200  所  △20．800  所  △16，600  

329．2万円  夫250万円  住  23．700  住  25．700  住  
÷妻79．2万円  

48月OO  住  2．000  佳  20，800  住  22，800  

計  61．000  計  67，200  計  67，200  計  6，200  計  0  計  6，200   

所  79．200  所  88，000  所  4ヰ，000  所  8．800  所  △44β00  所  △35，200  

379．2万円  夫300万円  住  45，300  住  49．000  佳  93，000  住  
＋婁79，2万円  

3，700  住  44．000  住  47，700  

計   124．500  計   137，00D  計   137，000  計   12．500  計  0  計  12，500   

所   116β00  所   129．800  所  64．900  所   13．000  所  △糾，900  所  △51．900  

429巨2万円  夫350万円  住  64．600  住  69．900  住   134．800  住  
＋嚢79．2万円  

5．300  住  64，的0  住  70，200  

計   181，400  計   199．700  計   199，700  計   18β00  計  0  計  18β00   

所   148．200  所   164．700  所  82．300  所   16．500  所  △82．400  所  △65．900  

479．2万円  夫400万円  住  80，700  住  87，300  住   
＋妻79．2万円  

16g．700  住  6，800  住  82．400  住  89，000  

計  228．900  計   252，000  計  252，000  計  23，100  計  0  計  23．100   

（注）  

1．妻の年金収入く79．2万円）は、「モデル年金」の額における妻の年金額である（妾．の年金収入は少ないため非課税）。なお、真のモデル年金額は1弧9万円。  
2．「モデル年金」の額は、平均的な賃金で40年加入の場合のサラリーマン夫婦（妻は専業主婦）の受け取る年金額（18年庶物価スライド実施後）である。  
3．剛定の社会保険料が控除されるものとして計算している。  
4．所得税は、年6回（2月よリ2か月ごとに徴収）、個人住民税は年4回（6、8、10、翌年1月に納税）負担が生じる。  
5．端数処理のため、数値が一致しない場合がある。  
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